４　その他

（１）府ＯＢ役員と他の役員との報酬額の相違について
　　府ＯＢ役員と府の現職派遣や民間出身の役員等の報酬額に差が生じることは、役員就任時の報酬の取り決めにより、報酬額を決定していること、様々な出身母体の役員で構成される出資法人の特性、あるいは、府ＯＢは定年退職後、すなわち現役を退いているということを考慮すれば、一定の妥当性は認められる。

　　また、府ＯＢ役員とプロパー役員との間で報酬額の乖離があるが、法人プロパーに関わるものであることから、その役員報酬の額の決定権は一義的には、当該法人にあり、その決定は尊重されるべきである。

（2） 報酬基準の改正・適用時期について
前回の意見書（平成２３年２月）で報酬基準を3年後に見直すとしてきたことから、経過措置は設けず、平成２６年度より報酬基準を改正するべきであると考える。
　　なお、在任中の役員のうち、公募により就任した役員については、現報酬額が公募条件であったことから、現任期中は現行の役員報酬基準額を適用し、再任された場合、新基準額を適用することが妥当である。

（3） 役員公募を行ったポストの報酬額について
指定出資法人の役員報酬額は、当該ポストの職責に着目しつつ決定されていることを勘案すると、公募を実施する場合に限り、基準額を上回るということは妥当性を欠く。このため、役員公募を行ったポストの報酬額についても基準額どおりとするべきである。
　　

（4） 役員業績評価制度の見直しの検討について
前回の意見書において、評価結果がＡの法人の報酬額５％アップについて、対象となった全ての法人で実施されていないことを指摘したが、それ以降、府において、役員業績評価結果に基づき報酬反映を促進する趣旨の文書を発出するなど、報酬額を５%アップするよう適宜促してきた結果、報酬反映を行う法人が増えてきたところである。
しかしながら、プロパー職員の給与をカットしている中、役員のみ報酬を上げにくいという意見は根強く、また、経営評価の各指標の目標達成状況の合計点は９０点以上であるものの、最重要ミッションに関する指標が目標未達成であるため、報酬反映を見送った、という事例もあった。
このような点を踏まえ、当審議会では、より適切な役員業績評価のあり方について、今後引き続き検討していくこととする。
　　また、役員業績評価制度に適用する報酬基準額については、評価時点で当該役員に適用されている報酬基準額を適用するものとする。
併せて、今回の評価の視点となった法人の職務、ミッション等については、次年度以降の経営評価の目標において、適切に反映させていくべきであるが、特に、法人の職務、ミッション等の重要性が認められ、報酬基準額が増額した法人については、その重要性を反映した、より高い基準での目標を設定するべきであり、経営評価の実施にあたっては、その点に十分配意されるようにされたい。
（5） 今後の役員報酬の見直しの検討について

当審議会で検討した役員報酬について、今後も、社会経済環境等の変化にも対応していくためには、３年程度を目安として定期的に点検を行っていくことが必要である。また、経営評価制度に基づき毎年度法人をチェックしていく中で、法人のミッション等に大きな変化がある場合は、必要な都度、随時報酬の見直しを行うべきである。
併せて、平成２１年度までは、府職員の給与改定等にあわせて、府ＯＢ役員報酬も同様の改定を行っていたが、今回も、前回の見直しと同様、法人における役員の職務・職責等を踏まえ、適正と考えられる報酬水準を判断したものであるため、府職員の給与改定等にあわせた措置は必要ないものと考える。

― ６ ―
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